
吉野保健所医療費助成等事務処理業務委託契約書（案） 

 

 

１ 委 託 業 務 の 名 称             吉野保健所医療費助成等事務処理業務委託 

 

 

２ 業 務 の 内 容             吉野保健所医療費助成等事務処理業務委託に関する仕様書 

に記載の内容 

 

 

３ 業 務 の 履 行 期 間              （１）準備期間 

契約締結日から令和７年９月３０日まで 

 

（２）委託業務履行期間（業務開始日から業務終了日） 

令和７年１０月１日から令和９年２月２８日まで  

                 

４ 契 約 金 額               金 ○○○ 円 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額  金 ○○○ 円） 

 

 
５ 契 約 保 証 金              第４条のとおり 

 

 

６ 履 行 場 所                 吉野保健所（奈良県吉野郡下市町新住１５番地の３） 

 

 

 上記の業務について、奈良県（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）は、

おのおの対等な立場における合意に基づいて、次の契約条項によって委託契約を締結し、信義

に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

 本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 

                                 令和○年○月○日 

 

 

    甲）  住 所        奈良県奈良市登大路町３０番地 

 

        氏 名         奈良県知事  山下 真 

 

 

    乙）  住 所          ○○○○○○○○○○○○○○ 

 

        氏 名         代表者名 

 

 

 

 



(委託業務の履行) 

第 １ 条 甲は、別添の吉野保健所医療費助成等事務処理業務委託に関する仕様書（以下「仕

様書」という。）に定める業務（以下「委託業務」という。）を乙に委託し、乙は、

仕様書に定める要件のほか、本契約書に定めるところに従い、善良なる管理者の注意

義務をもって委託業務を履行しなければならない。 

(委託料の請求と支払時期） 

第 ２ 条 乙は第１４条第２項の検査又は第３項の再検査に合格したときに、甲に対し委託料

の支払いを請求することができるものとする。 

   ２ 請求額については、別紙のとおり定めるものとする。  

   ３ 前項の請求額については、甲乙協議のうえ変更することができる。 

   ４ 甲は、第１項の規定に基づき乙から正当な請求があったときは、支払請求書を受理

した日から３０日以内に委託料を乙に支払わなければならない。 

（予算の減額又は削除に係る契約の解除等） 

第 ３ 条 甲は、翌年度以降の甲の歳入歳出予算において、乙に支払うべき委託料が減額又は

削除されたときは、本契約を変更又は解除することができる。 

２ 甲が、前項の規定により本契約を変更又は解除したことにより、乙に損害を与えた

ときは、乙は、当該損害の賠償を請求することができる。 

(契約保証金) 

第 ４ 条 乙は、奈良県契約規則（昭和３９年５月奈良県規則第１４号）第１９条の規定によ

り、契約と同時に金○○○円以上の契約保証金を納付しなければならない。 

     ただし、奈良県契約規則第１９条第１項各号の規定に該当する場合は免除する。 

(統括責任者等の設置)    

第 ５ 条 乙は、契約締結後速やかに、委託業務の履行にあたり甲との連絡調整を行い、かつ

委託業務の履行に携わる乙の従業員を管理し、指揮命令する者（以下「統括責任者等」

という。）を選任し、甲に書面で報告しなければならない。 

      ２ 甲は、委託業務の履行に関する指図等は、統括責任者等又は統括責任者等不在のと

きはそれに代わる者に対して行うものとする。 

    ３ 乙は、履行期間中は、統括責任者等を交替させてはならない。やむを得ない理由に

より交替が必要な場合は、乙はあらかじめ甲と協議したうえで、同等の資質を有する

者をもって後任に充てなければならない。 

      ４ 甲は、統括責任者等が著しく不適当と認められるときは、乙に対してその理由を明

示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

(従業員の配置)    

第 ６ 条 乙は、委託業務を円滑に履行するため、必要な従業員を配置するものとする。 

(品質確保等) 

第 ７ 条 乙は、委託業務の履行にあたっては、甲乙協議のうえ定める指針に基づき、適切    

にリスク管理を行い、品質を確保するものとし、またその向上に努めるものとする。 

(法令上の責任) 

第 ８ 条 乙は、委託業務の履行に携わる乙の従業員に対する使用者及び事業者として、労働

基準法(昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）を始

めとする労働関係諸法令に基づき、乙の責任において必要な措置を取るものとする。 

(秩序規律の保持) 

第 ９ 条 乙は、委託業務の履行に携わる乙の従業員の教育指導に万全を期し、職場の秩序規

律を保持し、風紀の維持に責任を負い、甲の信用を維持するものとする。 

(施設等の使用) 



第 １０ 条 甲は、委託業務の履行のために必要な施設、備品、参考図書等（以下「施設等」

という。）を乙に無償で提供することができる。光熱水費については、甲が負担する

ものとする。 

   ２  乙は、前項により施設等の提供を受けた場合において、乙の従業員に対して安全衛

生管理上の責任を負うものとし、甲は、乙の施設等の利用に際しては、必要な配慮を

行うものとする。 

      ３ 乙は、甲から提供された施設等を善良なる管理者の注意義務をもって管理し、か    

つ委託業務以外の用途に使用してはならない。 

４ 乙は、自己の責に帰すべき事由により施設等を破損したときは、甲の指定した期間

内に、原状に復し、若しくは代品を納め、又は損害を賠償しなければならない。 

   ５  乙は施設等について、委託業務の履行上不要となった場合は、直ちにこれを原状に

復して甲に返還しなければならない。 

(権利義務の譲渡)    

第１１条 乙は、本契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、もしくは担

保に供してはならない。ただし、あらかじめ書面により甲の承諾を受けた場合は、こ

の限りではない。    

(再委託の禁止)    

第１２条 乙は、業務の全部又は主たる部分を第三者に委託し、又は請け負わせてはならな

い。 

２ 乙は、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとする場合は、あらかじ

め書面により甲の承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合において、乙は第三者の行為について甲に対して全ての責任を負うもの

とする。 

(処理状況の調査等)  

第１３条 甲は、必要があると認めるときは、乙の委託業務の履行について、随時報告を求め、

調査、監督及び必要な指図を行うことができる。 

   ２ 乙は、委託業務の履行に支障が生じる状況を確認したときは、速やかに甲にその内

容を報告し、対応について甲と協議を行わなければならない。 

(完了報告及び検査)  

第１４条 乙は、当月の委託業務を完了したときは、翌月１０日までに（なお３月の場合は、

３月３１日までに）甲の指示する委託業務実績報告書を甲に提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の委託業務実績報告書を受理したときは、速やかに業務完了を確認する

ための検査（以下「検査」という。）を実施しなければならない。 

３ 乙は、前項の検査の結果不合格となり、委託業務実績報告書について補正を命じら

れたときは、遅滞なく補正し、甲に補正完了届を提出して再検査を受けなければなら

ない。 

(契約内容の変更) 

第１５条 契約締結後において、天災地変その他経済情勢の激変等により、契約内容が不適当

と認められるに至った場合は、委託業務の内容を変更し、又は一時中止させることが

できる。この場合において、当該変更等の内容が本契約に定める委託料、履行期間そ

の他の契約条件に影響を及ぼすものであるときは、変更契約を締結するものとする。 

   ２ 前項に定めるもののほか、甲及び乙が必要あると認める場合は、協議のうえ、本契

約の内容を変更することができる。 

 



(契約の解除)   

第１６条 甲は、次の各号の一に該当するときは、本契約を解除することができる。 

(1) 乙がその責に帰する事由により履行期間内に契約を履行する見込みがないと明 

らかに認められるとき。 

(2) 乙が正当な理由なく契約の履行の着手を遅延したとき。 

(3) 乙が契約の履行に関し不正の行為をしたとき。 

(4) 乙が正当な理由なく、検査、監督等関係職員の職務の執行を妨げたとき。 

(5)  乙が契約事項に違反することにより、本契約の目的を達することができない 

と認められるとき。 

(6)  乙が契約事項に違反し、相当期間内に当該違反行為の是正を行わなかったとき。 

(7)  乙が、自己の責に帰する事由により甲に重大な損害を与えたとき。 

２ 甲は前項の規定により契約を解除しようとするときは、事前にその理由を記載した

書面により乙に通知するものとする。 

３ 甲が第１項の規定により本契約を解除した場合において、乙は、委託料の１００分

の１０に相当する額を損害賠償金として、甲の指定する期間内に納付しなければなら

ない。また、契約解除により甲に損害を及ぼしたときは、別途甲が算定する損害額を

乙は甲に納付しなければならない。ただし、乙の責に帰することのできない事由によ

る解除の場合は、この限りではない。 

(暴力団等排除に係る解除) 

第１７条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができる。 

(1) 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の

代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあっ

てはその者及び支配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が

暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。 

(2) 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団 

員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認め

られるとき。 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 

(6) 本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」

という。）に当たって、その相手方が前各号のいずれかに該当することを知りなが

ら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

(7) 本契約に係る下請契約等に当たって、第１号から第５号のいずれかに該当する

者をその相手方としていた場合（第６号に該当する場合を除く。）において、甲が

乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

(8) 本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかか

わらず、遅滞なくその旨を甲に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。 

２ 前項の規定により契約が解除された場合においては、乙は、契約金額の 100 分の 10

に相当する額を損害賠償金として甲の指定する期間内に納付しなければならない。 



(秘密保持及び個人情報の保護)  

第１８条 乙は、本契約による委託業務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。ま

た、これらの秘密を他の目的に利用してはならない。 

      ２ 乙は、個人情報の取扱いについて、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなけれ

ばならない。 

      ３ 前２項の義務は、乙の従業員についてもこれを遵守させ、本契約が終了し、又は    

解除された後においても同様とする。 

      ４  前３項に定める義務に乙が違反したときは、乙は甲及び損害を受けた第三者にその

損害を賠償しなければならない。 

      ５ 乙は、乙の従業員に対し、情報漏洩防止を遵守させるため、あらゆる機会を通じ、    

絶えず教育指導しなければならない。 

(著作権) 

第１９条 乙の委託業務の履行により発生した著作権法第２条第１項(定義）に定める著作物

の著作権は、著作権法第２７条（翻訳権、翻案権等）及び第２８条（二次的著作物の

利用に関する原著作者の権利）に基づく権利も含めて、無償で甲に譲渡するものとす

る。なお乙がこれを使用し、又は第三者に使用させる場合は、乙はあらかじめ、甲と

協議するものとする。 

２ 乙は、前項の著作物において、著作権法第１７条第１項（著作者の権利）の規定に

よる著作者人格権を行使しないものとする。 

３ 第１項の著作物に第三者が著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日

本国の法令及び国際条約により外国の法令に基づく保護される権利（以下「著作権等」

という。）を有するものが含まれる場合において、甲はその著作物を自己使用の範囲

内で複製、翻案等も含め自由に使用することができる。 

４ 前項の使用に際して、乙は第三者の著作権等を侵害していないこと、また使用に委

託料以外の対価を要しないことを保証しなければならない。 

５ 前項に関する紛争に関しては、乙の責任において対応するものとする。 

(業務の引継等)   

第２０条 本契約が終了し、もしくは全部又は一部を解除した場合において、乙は、甲及び甲

が指定する者が委託業務もしくはそれに相当する業務を継続するために、甲の指示に

基づき必要な措置を講じるものとする。     

(損害賠償)     

第２１条 甲は乙の契約違反により損害を受けた場合、損害賠償を請求できる。 

２ 乙は、次の各号の損害については、責任を負わないものとする。 

 (1)  甲の責めに帰する事由による損害 

 (2) 天災地変その他の不可抗力により生じた損害 

 (3)  逸失利益 

   ３ 委託業務の履行にあたり、乙又は乙の従業員が第三者に及ぼした損害について、乙が

賠償するものとする。 

(管轄裁判所)   

第２２条 本契約に関する訴訟については、被告側の住所地を管轄する地方裁判所を第１審の

専属的合意管轄裁判所とする。 

(契約に係る経費)   

第２３条 本契約の締結に係る経費については、乙の負担とする。 

(変更の届出)                            



第２４条 乙について、名称、所在地、代表者、受任者及び使用印鑑のいずれかの変更があっ

たときは、速やかに甲に届け出なければならない。 

(疑義解決） 

第２５条 本契約書に定めのない事項又は本契約書に関する疑義が生じた場合は、日本国の法

令、奈良県契約規則（昭和３９年５月奈良県規則第１４号）等の定めによるが、必要

に応じ甲及び乙は、信義誠実をもって協議し、その解決を図るものとする。 

(補則) 

第２６条 前条に定めるもののほか、委託業務の履行について必要な事項は、甲乙協議のうえ

定めるものとする。 

 

 



別紙 第２条第２項の請求額 

 

令和７年度  ○○○ 円 

                年  月 金 額 

令和７年１０月 ○○○ 円 

令和７年１１月 ○○○ 円 

令和７年１２月 ○○○ 円 

令和８年 １月 ○○○ 円 

令和８年 ２月 ○○○ 円 

令和８年 ３月 ○○○ 円 

 

令和８年度 ○○○ 円 

                年  月 金 額 

令和８年 ４月 ○○○ 円 

令和８年 ５月 ○○○ 円 

令和８年 ６月 ○○○ 円 

令和８年 ７月 ○○○ 円 

令和８年 ８月 ○○○ 円 

令和８年 ９月 ○○○ 円 

令和８年１０月 ○○○ 円 

令和８年１１月 ○○○ 円 

令和８年１２月 ○○○ 円 

令和９年 １月 ○○○ 円 

令和９年 ２月 ○○○ 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記 

個人情報取扱特記事項 
 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないように、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。こ

の契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目的

を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。  

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を

契約の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。  

（特定個人情報等の持ち出しの禁止） 

第５ 乙は、この契約による事務に関して知り得た特定個人情報等を事業所内から持ち出し

てはならない。 

（漏えい、滅失及びき損の防止） 

第６ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損（以下

「漏えい等」という。）の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

（従事者の監督及び教育） 

第７ 乙は、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られ

るように、従事者に対して必要かつ適切な監督を行うとともに、関係法令、内部規程等につ

いての教育を行わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該

契約による事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはな

らないこと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性があることそ

の他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。  

（複写又は複製の禁止） 

第８ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録され

た資料等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（再委託における条件） 

第９ 乙は、甲の許諾を得た場合に限り、この契約による事務の全部又は一部を第三者に再

委託をすることができる。 

（資料等の返還等） 

第 10 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の完了後、直ちに、甲に返

還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該指示に従うものと

する。 

（特定個人情報等を取り扱う従業者の明確化） 

第 11 乙は、その従業者に特定個人情報等を取り扱わせるに当たっては、必要最小限の従業

者に限るとともに、特定個人情報等を取り扱う従業者及びその取り扱う特定個人情報の範囲

を明確にするものとする。 

 



（取扱状況等についての指示等） 

第 12 甲は、必要があると認めるときは、随時、個人情報の取扱状況及びこの契約の遵守状

況について、乙に対して、必要な指示を行い、若しくは報告若しくは資料の提出を求め、又

は実地の調査をすることができる。この場合において、乙は、拒んではならない。  

（事故発生時における報告） 

第 13 乙は、個人情報の漏えい等その他のこの契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそ

れのあることを知ったときは、速やかに、甲に報告し、必要な調査、再発防止のための措置

等について甲の指示に従うものとする。 

（損害賠償等） 

第 14 乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による事務の処理に関し、甲又は第

三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責めに帰すべ

き事由により、甲又は第三者に損害を与えたときも、また同様とする。  

２ 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めるときは、契約の解除

又は損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 

 

 


